

平成４年版 大阪経済白書 の概要

─世界と共生する大阪経済─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成４年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成３年の大阪経済

◆景気は拡大から減速へ
・　大阪経済は昭和61年12月を底として、ほぼ5年にわたる景気拡大を続けてきた。平成３年の景況は、2年引き続き高い「水準｣で推移したものの、｢方向｣としては年央より減速に転じた。
・　平成３年の経済環境をみると,原油価格の下落がプラス要因となり、また、円高傾向もみられた。一方、マイナス要因としては、引き続く労働需給のひっ迫、株価の低迷などがあった。
　このような経済環境のもとで､輸出や公共投資は堅調であったものの、住宅建設は引き続き大幅な減少を続け、また、これまでの景気拡大をけん引してきた個人消費､民間設備投資も、年後半から伸び悩みとなった。このため、企業業績も伸び悩み、企業経営者の業況判断はしだいに弱気となった。
・　需要項目別では､個人消費を大型小売店販売額の前年同期比伸び率からみると、スーパーは底堅く推移したものの、前年まで好調に推移してきた百貨店は伸び悩んだ。また、３年の家計消費支出（実質）は微減となった。
　民間設備投資をみると、非製造業に比べて製造業の伸び率鈍化が大きかった。また、公共投資は、関西国際空港関連など大型プロジェクトに支えられて､堅調を持続した。
　貿易については、輸出が堅調に増加する一方､輸入は弱含みで推移した。
・　このような動きを反映して､生産活動は高原状態の中で底堅く推移したが､年後半には弱含みに転じた。
　また、雇用情勢をみると、求人倍率は３年春頃をピークとして緩やかな低下をたどったものの、その水準は年末においても依然高く、労働受給のひっ迫状態は変わらない。
　一方、企業倒産は件数､負債額とも増加し､不動産関連を中心に大型倒産も発生した。
◆年後半に減速した中小企業の景況
・　平成３年の府内中小企業の景況は、前年に引き続き民間設備投資、個人消費、公共投資等の内需関連需要に支えられ、年前半までは順調に推移したが､後半には個人消費と民間設備投資が伸び悩みとなったことから、減速傾向を示した。
・　業種別にみると、消費関連業種では、輸入品との競合が厳しい繊維など一部の弱含み業種を除いて堅調であったが、年後半には一服傾向となった。
　建設関連業種は､住宅着工戸数減少の影響を受けた。
　設備投資関連の機械･金属業種は、活発な設備投資により年前半は好調に推移したが、後半には金型など一部の業種を除きかげりが現れた。
　一方、輸出関連業種では、輸出は低水準であったものの、全般には好調な内需に市場を求めたところが多く、景況は比較的順調に推移した。

第２部　世界と共生する大阪経済

　今日、経済活動は、ヒト、モノ、カネ、情報が地球的規模で交流する時代を迎えている。他方で､国際的に地域経済圏を形成する動きもみられる。このような世界経済の流れの中で､先進国一国に匹敵する規模を備えた大阪経済は、国際協調型の経済構造へと転換を進め、世界経済とともに発展することをめざしている。
◆世界との関係を深める大阪経済
・　プラザ合意による円高以降のわが国経済は、対外直接投資が急増するとともに、対内直接投資についても、その規模自体はなお小さいものの、著しく増加した。また、外債発行の急増や銀行・証券会社の海外進出の活発化など、金融の国際化が進んだ。
・　その中で大阪の貿易は、製品輸入の増加によって輸入額の伸びが著しく、輸出超過から輸出入均衡へ向けて変化してきている。地域別では、輸出入とも依然としてアジアとの関係が強いものの､ＥＣとの取引の増加も目立っている。
・　大阪系企業の海外進出は、昭和61年以降活発化している。進出先は、従来からアジア地域が多いが、近年は、北米､欧州も増えている。業種は､製造業が中心である。
・　大阪に進出している外資系企業では、製造業の割合が高い。母国籍は欧米系がほとんどであるが、全国に比べるとアジア系の比重が高い。特に、外国銀行ではアジア系が高い割合を占めている。
・　世界的には各国･地域経済の相互交流と相互依存が深まる中で､とりわけ欧州、北米、アジアの３地域において、地域経済圏を形成する動きが盛んになっている。
◆多目的な展開をみせる製造業の国際活動
・　製造業では、多くの企業が輸出を手掛けており、海外市場でＮＩＥＳなどの製品と競合している。一方、輸入を手掛ける企業も､輸出を手掛ける企業に匹敵するほど増加している。
・　海外からの商品の調達形態は､現地企業の独自生産品､生産委託、わが国企業の海外工場との取引（逆輸入）など多様化している。
・　ソフトな経営資源の取引も盛んになってきている｡技術取引は､アジアへの供与が増加し、北米､ＥＣでは導入とともに供与活発化するなど、全体として双方向化が進展している。販売等の業務提携も活発だが､共同研究開発・商品企画は遅れ気味である。
・　海外事業所の設置は、北米、ＮＩＥＳ、ＥＣ、ＡＳＥＡＮの４地域を中心に増加している。とりわけ、大阪系企業ではアジア重視の傾向がみられる。
・　海外事業所の機能は販売､生産が中心だが､北米、ＥＣでは財務､地域統括など多くの機能を有している。
・　海外事業所は、各地域とも市場の成長性を期待して設置されたものが多い。さらに、アジアでは労働力資源への期待が大きく、欧米では技術・市場情報の獲得と輸入制限への対応が重視されている。
・　海外事業所の問題点としては、アジアなどの途上国では「労働者の技能・熟練」や「インフラの未整備」が、北米、ＥＣなどでは「労務管理」が指摘されている。
　海外事業所の増加に伴い、国際教育・研修や人事交流を実施している企業が多いが、人事面での現地化は遅れている。
・　今後も､製造業の国際活動はあらゆる領域で進展することが予想される。その際、ＡＳＥＡＮを中心とするアジアでは生産拠点や販売市場､ＥＣ等の先進国では技術･市場情報の確保など、地域特性を考慮しつつ、世界各地域と連携を強化したいとする企業が多い。
　◆深まりみせる卸売業の国際活動
・　卸売業（商社を含む）の貿易では､輸出以上に輸入の伸びが顕著である。また、三国間貿易も増加傾向にある。
　最大輸出仕向地域としては､ＮＩＥＳ、ＥＣの比重が上昇し、最大輸入相手先地域については、ＮＩＥＳの比重が上昇している。
・　開発輸入に取り組む企業が増加している。相手先は、ＮＩＥＳ、中国、ＡＳＥＡＮなどのアジアが多いが、近年は中国、ＥＣとの関係が強まっている。
・　開発輸入には､納期や安定供給の点で問題がある。そのほか、途上国では品質問題､北米､ＥＣなどでは価格や売れ残り時の処分問題などが指摘されている｡
･　ライセンス取引では､導入はＥＣ、北米､供与はＮＩＥＳ、ＡＳＥＡＮ、仲介はＥＣ、北米がそれぞれ中心である。
　また、他企業の海外進出に際して資本参加を行う卸売業もかなりあり､わが国製造業の海外進出に対する卸売業の寄与は大きい。
・　海外事業所は、昭和60年以降に設立されたものが全体の３分の１を占めている。地域的には、ＮＩＥＳ、北米に多いが、製造業に比べると、世界的な散らばりをみせている。
・　海外事業所の設置目的は、現地市場の開拓、現地市場の成長性といった市場面が中心である。地域別みると、アジアでは開発輸入の拠点や仕入れ商品安定確保、ＥＣでは技術・市場情報の確保や第三国市場の開拓、北米では新規仕入商品の開拓などの特色がある。
・　今後連携を強化する地域としては、アジア諸地域に対する期待が大きく、特にＡＳＥＡＮ、中国への注目度が高い。また、ＥＣも、経済市場統合や東欧諸国への窓口としての評価が高い。
◆活発化する外資系企業の活動
・　外資系企業の大阪事業所は、そのほとんどが営業･販売業務を行なっているほか、本社以外の事業所では、西日本を統括する支社･支店の役割を担っている｡
・　進出の目的は、市場の開拓･確保が第一である。そのほか、欧米系企業では外国側出資企業からの技術導入が目立つのに対して、アジア系企業では、情報・ノウハウの収集を目的とするものが相対的に多い。
・　日本への適応のために、人事面の日本化が進んでいる。市場では､商品の機能やブランド・イメージによって日本製の商品・サービスと競合し、自社企画品の割合も増やしつつある。
・　外国側･日本側出資企業との間で技術･ノウハウや情報の提供関係をとり結び、その中で積極的な役割を果たしている。
・　経営上の問題点としては、日本市場の厳しさ（競争の激しさなど）とコスト高（地価、人件費など）を指摘する声が強く、「流通機構が複雑」「取引が閉鎖的｣「規制が多い」などを挙げている企業は多くない。
・　今後大阪では、営業･販売業務を強化するという企業が圧倒的に多いが、反面、国際関連業務の強化を考えている企業は少ない｡
◆大阪の国際交流機能への期待
・　大阪の国際化のために国内企業が求めているのは、海外情報機能の強化が第一で、海外からの交通アクセスの整備･充実や、国際的な金融センターの設置に対する要望も強い。
・　外資系企業では、大阪における産業活動の基礎的条件に対する評価が高いが､海外情報の収集機能については評価が厳しい｡
　アジアへの事業展開拠点として､大阪は東京より有利とする意見が多い｡また、外国人が生活しやすい都市づくりが望まれている。
◆大阪の国際施策は多様に展開
・　大阪府の経済関係の国際化推進施策は､輸出入の促進から、国際交流機能の強化を目的とする事業まで､多彩に展開しつつある。
　施策の内容面では、情報活動、イベント、教育･研修が主体となっている。
・　国際経済交流は、地域的には､戦略地域（アジア・太平洋地域､海外駐在員事務所の設置地域）と親善地域（友好州・省）に重点を置きつつ、全方位に進められている。
・　府内の市町村や経済団体でも積極的に国際化施策が取り組まれており､地域の国際化対応に厚みを増している。
◆広がりはじめる全国自治体の施策
・　全国の自治体における国際化対応の現状をみると、市民に対する国際化啓発事業は、計画中を含めて全体の８割を超す自治体で取り組まれている。
･　経済関係の交流事業は､都道府県と政令指定都市での実施比率が高く、輸出支援をめざすものから多方面に広がろうとしている。
　内容面では､全体としては人的交流と見本市が主体であるが､対象とする海外地域の発展段階に応じて違いがみられる。
・　国際化施策に取り組む基本的な姿勢については､都道府県や政令指定都市では、地域経済や産業の維持･強化をめざす立場が強く出ているのに対して、その他の市町では国際親善を推進する立場が強く出ている。
◆世界と共生し､ともに発展することをめざす
･　大阪経済が世界と共生し、ともに発展するためには、アジア・太平洋地域をはじめとした世界の各地域経済圏と、多面的に連携を図っていくべきである。
・　そのためには、産業活動のグローバル化を促進する必要があり、国際ビジネスに関する情報の収集･提供機能の拡充･強化、貿易や直接投資の支援､さらには海外進出企業に対する現地での支援機能の強化が必要である。
・　世界とともに発展するためには、大阪を世界に開くことが重要である。そのことは、同時に大阪を国際ビジネスの拠点にしていくことになり、府内の中小企業にとっても活性化の機会になる。
　したがって、国際経済交流に資するインフラの整備､市場の開放､外資系企業の立地の促進など、広い意味での大阪における国際経済交流機能の拡充・強化が必要である。
・　対外的には、世界経済の発展に寄与すること重要である。たとえば、途上国等における人材育成など、途上国独自の経済開発・発展に協力する機能を拡充・強化することである。
